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第７１回 教育研究評議会議事要録 

 

日 時  平成２２年５月１９日（水）午後１時００分～午後２時０５分 

場 所  第１会議室 

出席者  野口学長、佐久間理事、野口(哲)理事、馬場理事、三野文学部長、塚原理学部長、 

清水生活環境学部長、岩渕人間文化研究科長、富﨑附属図書館長、中島附属学校部長、

内田、小路田、荒木、角田、今岡、栗岡、棚瀬各評議員 

欠席者  三木評議員 

列席者  今井監事、鈴木監事、外嶋総務・企画課長、大原研究協力課長、水谷財務課長、人見

施設企画課長、藤熊学務課長、増間学生生活課長、竹下入試課長、山崎図書課長、 

小田原国際課課長補佐 

 

 議事に先立ち、 

  今年度から新たに就任した監事の紹介の後、前回記録を確認。 

 

Ⅰ  審議事項 

１．学内諸規程の改正について 

 (１）国立大学法人奈良女子大学名誉教授称号授与規程の一部改正(案)について 

（２）国立大学法人奈良女子大学名誉教授称号授与規程の取扱いの一部改正（案）について 

         学長から、資料１－１及び資料１－２により改正(案)の趣旨及び内容について説明があ

り、審議の結果、原案のとおり承認し、本日付けで施行することとした。        

 

２．若手教員の待遇改善についての特別措置について   

    学長から、資料２により若手教員の待遇改善についての特別措置について説明があり、審

議の結果、次の事項について確認ののち原案のとおり承認し、役員会に提案することとした。 

  ・ 当該措置は、現在の在職者から適用する。 

・ 任期付きの職に教員公募を行う際に当該措置を周知することの可否は、募集する分野

の職が任期満了後も継続するか否かを含め当該部局で審議する。 

 

Ⅱ 報告事項 

１．第７０回役員会について  

学長から、４月２３日(金)に開催された第７０回役員会の審議概要について報告があった。 

２．法人評価反映による部局配分について  

学長から、学長裁量経費を用いた第１期目の法人評価を反映した部局配分について、資料
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３により報告があった。 

３．女性教員比率改善反映による部局配分について   

  学長から、学長裁量経費を用いた法人化以降の女性教員比率の改善状況を反映した部局配

分について、資料４により報告があった。 

４．その他 

 （１）創立百周年記念事業募金に係る寄附の状況について 

    総務・企画課長から、創立百周年記念事業募金に係る４月末現在の寄附状況について報

告があり、次いで学長から、創立百周年記念事業募金をもとに本学の学生支援及び教育研

究支援等の充実を図ることを目的とした「奈良女子大学基金」の創設を検討していること

の報告があった。 

 （２）その他 

   ①収蔵庫の名称について 

    学長から、総合研究棟生環系Ｄ棟に収蔵庫が完成し、今後の管理運営を審議するため

管理運営委員会組織を新たに設置することとしたこと、管理運営委員会の構成員につい

ては、当面は学長が委員長となることとし、委員は副学長のほかに各学部から必要人数

選出願うこととしたことの報告があった。 

引き続き学長から、収蔵庫の名称を検討しており、創立百周年記念に因み『百周年記

念資料館』とする提案があり、各部局での意見聴取について依頼があった。 

  ②大学ラウンジについて 

    評議員から、大学ラウンジの今後の計画について確認があり、学長及び野口理事から、

具体な計画の提案について生活協同組合に依頼していること、また、ラウンジの鍵の管

理は学生生活課が行うこととなったこと等の報告があった。 

  ③駐日ドイツ大使の講演会について 

    佐久間理事から、５月２４日(月)に駐日ドイツ大使が来校し、学長表敬訪問のあと１

６時３０分から記念館において講演会が開催されることの案内があり、参加について依

頼があった。 

  ④総合研究棟Ｈ棟研究室の入室者募集について 

     佐久間副学長から、総合研究棟Ｈ棟の空き室への入室希望者を募ることの報告があり、

このことに関連して空室となっている研究室の管理状況について意見交換があった。 

   ⑤記念館の一般公開について 

     記念館長である附属図書館長から、４月２９日(木)から５月５日(水)まで記念館を一

般公開したことの報告及び協力に対する謝辞があった。 

   ⑥蘇州大学訪問について 

     学長から、５月１６日から１８日まで蘇州大学を訪問し、創立１１０周年記念式典に
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出席したこと等について報告があった。 

   ⑦本学職員への学生の雇用について 

     野口理事から、本学職員への学生の雇用についての基本方針が出されたことにより、

学生のアルバイト雇用の可否の問い合わせがあったことから、一時的なアルバイト雇用

は可能であることの確認が行われ、各部局での周知について依頼があった。 

このことに関連して、財務課長から、従事時間数に拘わらず２ヶ月以上の長期に亘り

継続雇用されている場合は、労基法上は短時間勤務の非常勤職員と同等の扱いとなるこ

とから注意が必要であるとの説明があった。 

 

 

  次回教育研究評議会は平成２２年６月１６日（水）午後１時から開催することとして散会 

                           以 上 


